
別紙１

 主要施策（節）

 施策（項）
款
目

細事項

単位
平成22年度

決算
平成25年度

見込み
平成26年度

見込み
335,845 292,267 292,267

290 1,302 1,302

平成23年度
決算

平成24年度
予算額

308,486 338,868

≪平成２４年度薩摩川内市事務事業評価表≫ 

事務事業名 一般廃棄物及び資源ごみ収集業務事業 担当者 橋口
所管部課名 市民福祉部環境課 事業の根拠 廃棄物の処理及び清掃に関する法
事業の種類  ソフト事業　　　□建設・整備事業　　　□施設管理　　　□内部管理

清掃費 廃棄物処理費

　２　事務事業の実施　（Ｄｏ）

指標名
・分別の統一
・焼却施設の集約
・ごみの減量化、分別徹底の啓発

総合的・計画的なごみ処理対策の推進
総合計画上の

位置づけ
施策の

基本方針
政策
（章）

事
業
の
内
容

事業開始年度

消耗品費
・資源ごみ回収資材

会計 一般会計 衛生費

誰もが安心して快適に暮ら
せるまちづくり

ごみ処理の充実

　事業の概要
・一般廃棄物を環境に影響を与えないうちに収集・運搬する。
・資源化するものについて適正に処分する。

予算科
目等

事項 一般廃棄物処理費 一般廃棄物処理費
項

成果指標（活
動をした上で，
目標となる成

果をどのように
設定するか？）

平成１６年度

活動指標（市
として何を行

うか？）

項目

事務事業費

指標名 １人１日当たりのごみの排出量

 １　事務事業の位置付け（Ｐｌａｎ）

最終目標値
資源ごみ　　　203ｇ
資源ごみ以外413ｇ  計616g

最終年度 平成３２年度

－最終目標値

最終年度 平成３２年度

対象（誰を，何を対象
とする事業か）

手段（市がどのような
活動をするか）

家庭から排出される一般廃棄物
・可燃ごみ
・不燃ごみ
・粗大ごみ【一部】
・資源ごみ

意図（どのような目的
で事業を行うか）

適正に分別されたごみの収集を
実施。

委託収集・運搬

1,671 1,302290 1,302 1,302

948 940 940

33 25 25

239 0 0

333,304 290,000 290,000

0 0 0

1,031 0 0

2.00 2.00 2.00
2.00 2.00 2.00

　・入来・祁答院ごみ（さ
つま町クリーンセンター
⇒川内クリーンセン
ター）
・甑島クリーンセンター
休止（予定）
・甑島可燃ごみを川内ク
リーンセンターで焼却
（予定）
・ごみ分別の統一
（乾電池の分別開始）

・川内クリーン
センターの委
託拡充（予定）

資源ごみ93g
以外     721g
計　　　  814g

資源ごみ115g
以外      660g
計　　　   775ｇ

資源ごみ106g
以外      624g
計　　　   730ｇ

335,845 292,267 292,267

2,459 2,459

335,845 289,808 289,808

0 11,566

財
源
内
訳

経
費
及
び
指
標
の
推
移

・ＰＣＢ廃棄物処理委託

資源 み回収資材
・リサイクル推進員腕章

通信運搬費
・ｶﾚﾝﾀﾞｰ、ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ、甑島廃
家電配送

173 3,612

資源ごみ 91g
以外     730g
計　　　  821ｇ

資源ごみ103g
以外      695g
計　　　   798

ｇ

2.00 2.00

千円

　

　・入来・祁答
院、甑島地域
のごみ処理体
制の検討
・ごみ分別統一
ハンドブック作
成

315,000

成果指標の推移

使用料及び賃借料
・減容機リース料 0 0

委託料
・ごみ収集委託 305,682

2.00 2.00要員配置状況

人
嘱託員

臨時職員等

336,409

職員

事務事業費

活動指標の推移

千円

308,486 338,868

国・県支出金
その他 2,459

308,486

1,671 1,302

印刷製本費
・ごみ出しｶﾚﾝﾀﾞｰ、ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ 939 7,363

光熱水費
・粗大ごみ中継施設分 21 25

一般財源
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対象・手段の妥当性

（上記選択の理由）
・廃棄物の処理及び清掃に関する法律に定める一般廃棄物処理計画、一般廃棄物の収集、運搬又は処分の委託基準に
基づき処理している。

市が関与すべき妥当性

（上記選択の理由）
・廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき市の責務である。

効
　
率
　
性

事業費の削減余地

（上記選択の理由）
・資源ごみ分別種類の拡充。（資源ごみ売却収入の増。焼却処理。最終処分処理に係る経費の削減）
・資源ごみの売り払い収入還元金を川内地域においては、地区コミ単位の資源ごみ収集実績で還元しているため、収集運
搬ルートが地区コミ単位となり非効率である。世帯割で還元しても実績とほぼ変わらないため、これを世帯割での還元に見
直す。（効率的な収集運搬ルートが図られ収集委託料のコスト削減）
・ごみの有料化やし尿汲み取りと同じ戸別収集を検討する。（市コストは減少するが、市民の負担が大、不法投棄の増加が
心配される。）
・資源ごみを自治会・地区コミ等の地域と資源化業者による直接の集団回収（旧廃品回収）を実施。（市の委託料の削
減、、自治会等に直接資源ごみ売却収入が還元される。）
・ごみ収集運搬業務委託入札の検討。（競争性の導入、甑島の藺牟田瀬戸架橋開通時、ごみの有料化と併せ検討の必要
あり。）
・施設の集約化、ごみ分別の統一等を行い収集コストの削減を図る。

人件費の削減余地

・苦情処理、減量化、リサイクル等一般廃棄物対策の事務を職員３名、嘱託員１名で対応しており、これ以上の削減は厳しい。

成果の達成度

（上記選択の理由）
・市が実施する収集運搬ではない南日本新聞回収やＰＴＡ、スーパー回収等の増加及び人口減少によりごみの総量は、減
少傾向にあるが、１人１日当りのごみの排出量は横ばいである。

成果の向上余地

（上記選択の理由）
・市民一人ひとりが生ごみをたい肥化して使用するなど「ごみを出さない」。フリーマーケットに出品するなどの「ごみの再利
用」 資源ごみとして分別する「ごみの再生利用（資源化）」を徹底することによりごみの総量が減少する

有
　
効
　
性

（上記選択の理由）

　３　事業の視点別評価　（Ｃｈｅｃｋ）

妥
　
当
　
性

妥当である 改善の余地はある 妥当でない

市で実施すべき 民間でも可能 民間で実施すべき

削減余地がある 削減余地はない

かなり高い やや高い 低い

かなりある ある程度ある ほとんどない

削減余地がある 削減余地はない

現状のまま継続

見直しの上で継続 縮小移管他の事業と統合拡大 手段の改善

休止 廃止

高い 低い

高い 低い

高い 低い

現状のまま継続

見直しの上で継続 縮小移管他の事業と統合拡大 手段の改善

休止 廃止

用」、資源ごみとして分別する「ごみの再生利用（資源化）」を徹底することによりごみの総量が減少する。

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
・資源ごみの分別区分を段階的に増加。
・効率的なごみ収集体制を図る。
・施設の集約化を進める。

　４　事業の改革・改善の方向性　（Ａｃｔｉｏｎ）

内
部
評
価

（
一
次

）

内部評価結果

外
部
評
価

（
二
次

）

外部評価結果

今後の改革の方向性

効率性　　⇒

有効性　　⇒

妥当性　　⇒

事業の視点別評価

外部評価結果のまとめ

今後の改革の方向性

上記方向の理由
　ごみ収集後の焼却処理、最終処分に施設整備と維持管理に多額の経費を要することから、適切な一般廃棄物及び資源
ごみ収集のためには、①ごみの分別推進による可燃ごみ等の収集量の減少、②ごみ収集に係るコスト削減、③施設の集
約化を進める必要がある。

⇒今後の方向性

⇒今後の方向性

現状のまま継続

見直しの上で継続 縮小移管他の事業と統合拡大 手段の改善

休止 廃止

高い 低い

高い 低い

高い 低い

現状のまま継続

見直しの上で継続 縮小移管他の事業と統合拡大 手段の改善

休止 廃止
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薩摩川内市の一般廃棄物収集体制について 

１ 収集・処分の推移（環境白書抜粋） 

区  分  Ｈ16 H17 H18 H19 H20 H21 H 22 

人口     (A) 人 105,136 103,015 102,397 101,703 101,153 100,674 100,278

世帯数    (B) 世帯 44,786 44,623 44,740 44,984 45,170 45,311 45,617

収集 

所数 

可燃 箇所 1,386 1,392 1,408 1,388 1,416 1,392 1,408

不燃 箇所 903 885 865 869 897 875 876

資源 箇所 750 742 749 746 755 746 748

委託収集 ｔ 24,664 24,511 24,465 23,443 22,943 22,466 22,016

直接搬入 ｔ 8,248 7,863 7,645 7,746 7,535 7,753 7,774

可 燃 ｔ 25,030 25,239 24,561 24,611 24,538 24,404 24,243

不 燃 ｔ 1,510 1,270 1,847 1,380 1,070 1,056 1,022

粗 大 ｔ 867 906 1,076 1,011 1,084 1,137 1,127

資

源 

紙

類 

新聞・雑誌 ｔ 2,636 2,344 2,266 1,912 1,642 1,459 1,361

紙製容器 ｔ 0 0 1 0 11 9

紙パック ｔ 4 6 4 4 11 7 7

ダンボール ｔ 546 471 390 366 349 340 324

缶

類 

アルミ ｔ 151 107 93 84 78 75 76

スチール ｔ 192 184 147 132 120 111 104

ビ

ン

類 

生きビン ｔ 159 146 142 139 129 131 112

ワンウェイビン ｔ 860 809 763 751 689 703 654

ペットボトル ｔ 183 173 157 159 146 151 146

プ

ラ

類 

トレイ ｔ 52 51 40 43 40 47 59

プラ ｔ 716 664 618 591 575 581 541

小 計 ｔ 5,504 4959 4,626 4,186 3,784 3,622 3,398

合 計(D) ｔ 32,912 32,375 32,110 31,189 30,478 30,220 29,790

うち上甑島  706 639 624 616 613 604

 うち可燃  624 539 523 527 533 525

うち下甑島  1,105 1,023 974 1,148 1,128 1,030

 うち可燃  934 694 671 815 818 774

※ 18 年度のごみ量には北部豪雨災害分も含む。 

※ 新聞・雑誌類が激減 ⇒ 南日本新聞の古紙回収，ＰＴＡ回収の影響あり 

※ ダンボール，缶類が減少 ⇒ スーパー回収，ＰＴＡでの回収の影響 

※ プラが激減，可燃ごみが人口減少なのに横ばい ⇒ プラが可燃ごみで出されている可能性あり 

（参考）南日本新聞古紙回収状況 

区  分 単位 Ｈ16 H17 H18 H19 H20 H21 H 22 

回収量  ｔ 614 693 697
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２ 各単位当たりごみ排出量（環境白書抜粋）                             

区  分 Ｈ16 H17 H18 H19 H20 H21 H 22 

市民一人当た

り年間ごみ排

出量  kg 

可燃 238 245 239 241 242 242 241

不燃 14 12 18 13 10 10 10

粗大 8 8 10 9 10 11 11

資源 52 48 45 41 37 35 33

合計 313 314 313 306 301 300 297

市民一人当た

り日間ごみ排

出量  ｇ 

可燃 652 671 657 661 665 664 662

不燃 39 34 49 37 29 29 28

粗大 23 24 29 27 29 31 31

資源 143 132 124 112 103 99 93

合計 858 861 859 838 826 823 814

 

３ 各単位当たりごみ処分経費（環境白書抜粋） 

区分 単位 H19 H20 H21 H 22 

クリーンセンター 千円 504,818 541,962 635,429 515.123

最終処分場      千円 3,083 144 90 18

収集経費      千円 266,551 267,761 263,603 269,208

その他 千円 117,139

合  計 千円 891,591 926,270 1,008,791 912,381

１t 当 
収集経費 円 11,370 11,670 11,733 12,227

処理経費 円 20,040 21,605 24,658 21,589

  計 円 28,586 30,390 33,381 30,626

市民１人当 
収集経費 円 2,621 2,647 2,618 2,684

処理経費 円 6,146 6,510 7,402 6,414

 計 円 8,767 9,157 10,020 9,098

一世帯当 
収集経費 円 5,925 5,928 5,818 5,901

処理経費 円 13,895 14,578 16,446 14,099

   計 円 19,820 20,506 22,264 20,000
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４ 市内の一般廃棄物処理業者数            （24 年 6 月末現在） 

区分 全数 川内 さつま 上甑島 下甑島 事業所限定

全 50 43 27 9 11 2

収集運搬 44 38 22 3 5 2

処分 6 5 5 6 6 0

① 川内（川内・樋脇・東郷）さつま（入来・祁答院）上甑島（里・上甑）下甑島（下甑・鹿島） 

② 許可業者の数としては４５業者（５業者が収集運搬・処分とも取得。処分のみ１業者） 

③ 川内ブロックのうち３業者は川内地域限定，１業者は川内・東郷地域限定。 

④ 許可区域の合計と許可件数は一致しない。 

⑤ 区分の「限定」は，収集箇所が地域指定でなく事業所に限定している事業者数である。 

 

５ 収集委託 

（１）ごみステーション数    H24.6 月末現在 

収集地域 可燃 不燃 資源 

川 内 871 485 399

樋 脇 136 91 86

入 来 122 77 72

東 郷 81 82 44

祁答院 69 48 34

里 31 10 29

上 甑 33 10 17

下 甑 66 66 60

鹿 島 7 7 7

計 1,408 870 748

 

（２） 委託収集業者の車両台数(委託業務分)   24 年 5 月末現在 単位：台 

2t パッカー車 3tパッカー車 4tパッカー車 2t トラック 4t トラック 

7 3 11 11 2
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○視点別評価

　■　妥当性　　⇒

　■　効率性　　⇒

　■　有効性　　⇒

○評価区分

チェック

委員名　　　　　　　　　

事　務　事　業　を　評　価　す　る　際　の　着　眼　点

・社会情勢の変化による目的や対象・手段について見直しの余地はないか

・すでに期待した目的を達成した事業ではないか

・民間で実施する方が，より成果や効率性が高まらないか

・国や県，他の課の事務事業と重複または類似していないか

・市民ニーズを反映しているか（ニーズが薄れていないか）

・事業実施の対象・手段は適切か

・コストに対し，十分な成果があがっているか

・事業継続により成果の向上が期待できるか

・目的に沿って期待通りの成果があるか

・整理・統合できる事業はないか

・他の実施主体を活用し，コスト削減が図れないか

・従事職員数は適切か

・費用対効果は適切か

・更なるコスト削減が図れないか

評　価　の　理　由

事業の視点別評価

・事業規模（予算）を拡大すべきである

・対象範囲を見直す必要がある
拡大

現状のまま継続

外部委員評価作業シート

視　点

区　分

・事業規模（予算）が適切である

・事業内容や実施方法が適切である

妥　当　性

効　率　性

有　効　性

番号：８ 事務事業名：一般廃棄物及び資源ごみ収集業務事業

高い 低い

高い 低い

高い 低い

統合

移管

　外部評価結果のまとめ（行政改革推進委員会の意見）

・他の事務事業と統合すべきである

・事業内容や実施手法を見直す必要がある

・対象範囲を見直す必要がある
縮小

・市民ニーズの再把握が必要である

・他の課・部署へ移管すべきである

・事業規模（予算）を縮小すべきである

■評価■（今後の改革の方向性）

■付記する意見■

見直しの上で継続

廃　　止

今後の改革の方向性

・実施の必要性がない又は低い

・他の事業と重複している

・目的の達成手段として不適切である

・事業効果がない又は低い

・目的の達成状況，社会情勢の変化から，事業実施の必要性・緊急性
がない又は低い。

・市で実施する妥当性がない

休　　止

手段の改善
・業務処理の効率化を図るべきである

・民間で実施した方が効果的・効率的である

⇒今後の方向性

現状のまま継続

見直しの上で継続

縮小他の事業と統合拡大 手段の改善

休止 廃止

移管
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